
1 

意見交換会（商工会議所）主な意見と対応表 

 

 

意見 事務局の回答と見解 

前回のマスタープラン策定から 14 年程経って

いるが、どこまでができていて、何ができていなく

て、世の中がどのように変わったのか。それらに関

する見方はどのように整理しているのか。 

→現行の都市計画マスタープランにおける

施策の実施状況等については、今回のマス

タープラン策定の当初で、作業部会や検討

委員会において整理している。 

→さらに、都市計画基礎調査等を活用し、人

口や産業動向、土地利用状況等を基に今後

の方向性を整理したうえで、新たなマスタ

ープランの策定を行っている。 

都市計画道路について、30 年前から計画線が引

いてあるが全く手が付いていない路線もある。国の

指導で計画を取りやめることもできると聞いたが、

その見直しは都市計画マスタープランの中で行う

のか、または別個で行うのか。 

→都市計画マスタープランで基本的な方針

を示している。資料４の p.11 中段に、長

期にわたり未着手となっている都市計画

道路については、社会経済情勢や地域環境

等の変化に対応し、必要に応じて見直すと

いう方針を位置づけている。具体的には、

p.14 の図にグレーの波線で示している。

これについては見直しの検討をさせてい

ただきたいと考えている。 

→なお、市の都市計画道路の整備率は現時点

で 65％となっているが、一方で長期的に

未整備となっている都市計画道路もある。

今後、社会経済情勢を見極め、見直しを含

め検討していくことになる。 

現行のマスタープラン策定時の人口推計値が、

10 年経って実際にどうだったのか、推定とどこが

どのように食い違ったのか。 

 

→平成１０年３月の現行計画策定時には、上

位計画である総合振興計画が第３次の時

点であり、人口の見込みが右肩上がりで推

計されていた。この都市計画マスタープラ

ンはH27年度に10万8200人という予測を

立てていたが、H22 年の人口は８万 6000

人弱であり、計画人口と大きく異なってい

る。 

現行の計画では南河原村との合併による増加分

は推計に入っていないようであるが、合併で人が増

えても、その後 5 年間で減少した現実がある。 

新しい計画を作るときに、どんなにすばらしい人

が精度良く作ってもその通りにはいかない。前回こ

→今回新しく策定しているマスタープラン

についても、現在の第５次総合振興計画の

目標人口と整合を図り、計画している。 

目標人口として、定住人口７万人、まちづ

くり人口 8 万 3000 人と設定している。今
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うしたら結果がこうだったから、今度新しいものを

作るときにはそこまで大きな開きがないようにし

ていただきたい。 

後、人口の自然増が期待できない状況の中

でも、新たな土地利用を図り、充実したま

ちづくりを考えていく。 

10万人にするといった第３次総合振興計画につ

いて、数字としては失敗した。この結果としてどの

ような影響があるかというと、例えば農家がアパー

トをたくさん造っても、人口が減っているというこ

とはアパートの空きが増えるということである。第

３次総合振興計画の際に人口が減ると推計してい

れば、アパートを造らない人もいたと思う。現在は

土地利用でとても困っている。これからはもっと人

口が減るだろうが、こういうことに手の打ち様がな

いのであれば、それなりの計画にしていただきた

い。 

→本市では既に人口は減少に転じており、本

計画の推計でも、２０年後の平成２４年度

に約 64,000 人になる旨を見込んでいる。

これに、本計画に掲げる施策を実施するこ

とによる増加見込みを約９％と見込み、定

住人口約 70,000 人を目標としている。 

現在の約 8 万 6300 人の人口のうち、生産年齢

人口（16 歳から 65 歳）が約 54,500 人いるが、

地元の工業関係に就労している人が 8,850 人しか

いない。他にサービス業や商業、農業に従事してい

る人もいるが、この辺りに何かが足りない。工業団

地内の大手企業数社が撤退し、跡地の多くは倉庫業

に使われている。それに代わるものを引っ張ってこ

ないと仕事場が増えない。仕事が増えなければ人口

が増えない。 

現在はとにかく都市間の競争である。県北の話を

すれば、少し前まで熊谷市の次に名前が出るのは行

田市だったが、現在は加須市である。それをどこで

どうしたらよいのか。日本中で子どもの数が減って

おり、先々人口が減るのは事実であるが、その中で

も行田市はこれだけ取り組みこうなるというもの

がないと何か足りないような気がするが、その辺は

どうか。 

→市では４月から企業誘致担当を商工観光

課に設置し、積極的に企業を誘致するため

推進を図っている。 

→本計画としては資料４の p.８土地用構想

図の中で、住居系土地利用検討ゾーン、幹

線道路沿線土地利用検討ゾーン、産業系土

地利用検討ゾーンとして、市としても今後

進めていかなければならない土地利用を

位置づけている。住居系土地利用検討ゾー

ンについては、整備手法については触れて

いないが、社会増を期待し、若い世代を呼

び込めるよう良好な住居系の土地利用を

進めるため、位置付けを行った。産業系土

地利用ゾーンについては、農振農用地を含

むため非常に厳しい規制ではあるが、国道

17 号バイパスについては将来的に上尾道

路や熊谷渋川連絡道路の地域高規格道路

の位置付けがあり、このような道路が供用

することによって、ますます需要が高まる

ことが想定されるため、位置付けを行って

いる。さらに下須戸地区にも産業系土地利

用検討ゾーンとして位置付けている。 

 

例えば富士見工業団地は工業用水がない。団地を

造ったときは井戸を掘って良かったが、その後県南

並みに規制されてしまった。しかし、どの企業も井

戸を持っているものだから、工業用水を造っても恐

らく買い手がない。非常に難しいのは分かるが、こ

のような状況であり、新たに製造業の会社が入って

くるのは難しいのが現状である。 
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例えば、都心の方へ通勤する住民の利便性を向上

させる等、どうすれば便利になるかというような、

何か良い方へ持っていく施策がなければならない。

県等の上位計画があるためどうにもならないとい

うのではなく、そこはやはり行田市独自でつくって

いかなければいけない。 

 ところが最近は、例えば行田駅に通勤快速を止め

る話についてもトーンが下がってしまった。南大通

線が開通したということもあるが、利便性のことを

考えていかなければならない。 

住宅地を売る場合でも、通勤快速に乗れれば価値

も上がるため、そこに定着していく人間も増えると

思う。 

→市でも、道路公共交通というものが非常に

重要だと考えている。資料４の p.13 に、

「（２）幹線道路網の充実」として、主に

取組む道路を挙げている。上尾道路につい

ては、現在工事が圏央道から新大宮バイパ

ス間で実施されている。圏央道から鴻巣市

箕田までの２期区間については、事業化さ

れ測量が開始されると聞いている。行田市

としても沿線の熊谷市や鴻巣市とともに、

毎年度早期整備に向けて要望しているが、

この都市計画マスタープランにも位置付

けていく。上尾道路や渋川連絡道路ができ

れば、県央道や北関東自動車道路への所要

時間の短縮につながる。また、現在、埼玉

県が国道 125 号の４車線化を進めている

が、こちらも早期に整備できるよう、市域

を超えて要望している。さらに、利根新橋

についても、広域的な視点をもってこの計

画書に位置付けている。 

→今回の都市計画マスタープランについて

は、広い視点と市民の皆様のご意見を踏ま

えながら、土地利用や道路、交通に関する

方針を定めている。アンケート調査や地域

別懇談会では、交通利便性が悪いという意

見や、市内循環バスの充実や利用者のニー

ズを踏まえたデマンドバスなどの整備を

行い、アクセスや利便性を向上させてほし

いという意見も頂いている。そのような意

見を踏まえながら、この都市計画マスター

プランの全体構想にそれぞれの位置付け

をさせていただいた。 

道路交通に関しても、新規に高速道路はできな

い。近くのインターまで、どれだけ今よりも便利に

いけるかを考えないといけない。 

利根新橋の計画についても、刀水橋も武蔵大橋も

混雑しているため、もう１本橋があってもよい。熊

谷近辺から、高崎、太田、伊勢崎くらいまで通すと、

工業出荷額が５兆何千億という考え方をしている。

行田のまちのためにも、久下橋の先の道ができ、ス

ムーズに東松山につながる必要がある。市内だけで

はなく、そのような整備が進むことで、行田に工場

が出店することにつながる。どのインターチェンジ

を通ってもこれまでの半分の時間で通行できるく

らいにしなければいけない。 

今年、深谷市から東芝が撤退し、多くの退職者が

出たが、こういうことが全国各地で起こると思う。

そのため、雇用を生む環境づくりをぜひお願いした

い。行田市に職場ができるよう、会社を引っ張って

きていただきたい。 

→本計画としては資料４の p.８土地利用構

想図の中で、幹線道路沿線土地利用検討ゾ

ーン及び産業系土地利用検討ゾーンを位

置づけている。上尾道路や熊谷渋川連絡道

路等が完成すると高速道路インターチェ
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身近にモデルがある。埼玉県では圏央道ができる

ということでインター周辺に工業団地を整備して

いる。しかし県央道の完成が２～３年遅くなってし

まい、知事が来てくれた工場に言い訳ができないこ

とになっている。それだけ日本中から埼玉県に来て

ほしいと働きかけている。行田市でもいろいろ働き

かけることができるはずである。やる気になれば、

工業用水を引っ張ってくることもできるのではな

いか。 

また、水と緑と言っているが、例えばゲリラ豪雨

が起こり、時間雨量 50 ミリになったとき、市内に

どれくらい床下浸水が起こるのか。水が流れにくい

まちであるため、床下浸水が起こるはずである。 

浸水が起こるようでは、住んでる人も困るが、外か

らも人が入って来ない。 

ンジへの所要時間が短縮され、企業の立地

ニーズも高まることが予想されるため、国

道１７号熊谷バイパス沿道の土地利用に

ついて見直していく。 

→既存の工業団地の空洞化については様々

な原因があるが、本年度より設置された企

業誘致担当と連携して推進していく。 

→東日本大震災を踏まえ、災害に対する市民

意識が高まっており、災害に強いまちづく

りは必要であると認識している。なお、本

マスタープランにおいても、分野別の整備

方針において、冠水区域における内水排除

対策等、治水機能の向上について位置づけ

ている。 

 

 


